様式１-１


参加表明書（単体用）
業務名　浅野文庫等施設（仮称）新築工事に伴う基本・実施設計業務
　標記業務の技術提案書に基づく選定への参加を、標記業務の説明書等の内容を十分に了解した上で、希望します。

令和　　年　　月　　日
　広島市長　様
　　　　　　　　　　　　　　（参加表明者）参加表明者名　　称号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　役職及び氏名　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　（作成者）会社名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当部署　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－mail　　
※　資格要件を満たしている場合は、□にチェックをしてください。

□　参加表明者は、広島市の令和５・６年度建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者として、業務の種類が建築関係建設コンサルタント業務の登録種目「建築一般」に登録されている者である。
	登録番号
	


□　参加表明者は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４及び広島市契約規則第２条に該当しない者である。
□　参加表明者は、公示の日から参加表明書の提出日までのいずれの日においても、営業停止処分（本件入札に参加することを禁止する内容を含む処分に限る。）又は本市の指名停止措置を受けていないこと。

□　参加表明者は、会社法の規定による清算の開始、破産法の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった者（会社更生法の規定による更生手続開始若しくは更生計画認可の決定又は民事再生法の規定による再生手続開始若しくは再生計画認可の決定を受けた者で、競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）に該当しない。
□　参加表明者は、手形若しくは小切手の不渡りにより手形交換所による取引停止処分があった事実又は銀行若しくは主要取引先から取引の停止を受けた事実があり、経営状況が健全でないと判断される者に該当しない。
□　参加表明者は、広島市建設コンサルタント業務等競争入札取扱要綱第28条第１号及び第２号イからオまでの規定により選定することができない者に該当しない。
（注）用紙は、日本産業規格Ａ列４番とする。

